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一般会計 9,242億円

〔実質一般歳出 7,250億3,348万円 2.2%の減〕

（令和６(2024)年度当初比 86億円 0.9%の減）

特別会計 2,179億4,164万円
（令和６(2024)年度当初比 1億 828万円 0.1%の減）

企業会計 289億4,700万円
（令和６(2024)年度当初比 33億9,400万円 13.3%の増）

予算規模
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堅調な企業業績等を背景とした法人事業税の増収等により、県税は 160億円の増となった。一方、国の地方財
政計画を受け、地方交付税と臨時財政対策債が合わせて 15億円の減となるほか、税交付金や医療福祉関係経費
が増となる等により、引き続き財源不足が生じたことから、県債の適切な発行や県債管理基金の活用等により、所
要財源の確保を図った。

財政調整的

基金残高
県債残高

69411,420６(2024)年度末見込み

50911,081７(2025)年度末見込み

単位： 億円

単位： 億円、％

予算構造 【歳入】

構成比%億円その他内訳

2.4216繰入金

1.199使用料及び手数料

0.545分担金及び負担金

0.219財産収入等

0.110繰越金

県税

2,730億円

29.5%

地方消費税清算金

1,098億円

11.9%
諸収入

1,391億円

15.0%

その他

389億円

4.3%
県債管理基金繰入金

（財源不足対応分）

96億円

1.0%

地方交付税

1,510億円

16.3%

地方譲与税等

467億円

5.1%

地方特例交付金

13億円

0.1%

国庫支出金

956億円

10.4%

県債

592億円

6.4%

自主財源

5,704億円

61.7%

依存財源

3,538億円

38.3%
歳入合計
9,242億円

伸び率６年度７年度
(2024)(2025)

6.22,5702,730県税

7.31,0231,098地方消費税清算金

6.6 (3,179)(3,388)（県税・地方消費税収入）※1

12.0 417467地方譲与税等

▲82.27313地方特例交付金

2.41,4751,510地方交付税

2.9930956国庫支出金

▲15.01,6371,391諸収入

▲8.2645592県債

皆減500うち臨時財政対策債

▲17.1469389その他

7.88996
県債管理基金繰入金
（財源不足対応分）

▲0.99,3289,242計

※1 県税・地方消費税収入…県税と都道府県間清算後の地方消費税清算金の合計
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目的別では、教育費が全体の約２割を占めており、商工費、民生費がこれに続いている。
性質別では、職員費や医療福祉関係経費等の義務的経費が全体の約６割を占めている。

予算構造 【歳出】

目的別分類 性質別分類

教育費

1,882億円

20.3%

商工費

1,290億円

14.0%

民生費

1,169億円

12.6%
土木費

768億円

8.3%

衛生費

672億円

7.3%

警察費

479億円

5.2%

総務費

429億円

4.6%

農林水産業費

366億円

4.0%

公債費

999億円

10.8%

その他

1,188億円

12.9%

c歳出合計
9,242億円

職員費・退職手当等

2,183億円

23.6%

医療福祉関係経費

1,265億円

13.8%

公債償還費

999億円

10.8%

税交付金等

1,123億円

12.1%

県単貸付金

1,235億円

13.4%

一般行政費

960億円

10.4%

その他

119億円

1.2%

建設事業費

649億円

7.0%

公共事業費

547億円

5.9%

その他

162億円

1.8%

教育職員

1,447億円

15.6%

知事部局等

358億円

3.9%
警察官

378億円

4.1%義務的経費

5,570億円

60.3%

その他の経費

2,314億円

25.0%

投資的経費

1,358億円

14.7%

c
歳出合計
9,242億円
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投資的経費については、河川改良復旧事業の減等により補助・直轄事業が減となった一方、単独
事業は高校再編整備等の大規模建設により増となったことで、全体では５年ぶりに前年度を上回った。

伸び率
６年度
(2024)

７年度
(2025)

0.0145145県単土木事業

0.033県単農業農村整備事業

0.033県単林務事業

0.0151151合計

単位： 億円、％ 単位： 億円、％県単公共事業費の内訳

予算構造 【歳出：投資的経費】1,358億円

その他主な事業

32億円・県庁舎等長寿命化推進事業費

27億円・県立学校施設長寿命化推進事業費

15億円・第三期県立高等学校再編計画施設整備費

11億円・子ども総合科学館大規模改修費

伸び率
６年度
(2024)

７年度
(2025)

▲2.8739718補助・直轄事業

▲3.4567547うち公共事業費

▲3.05553うち直轄事業費

0.02222うち災害復旧費

4.6612640単独事業

0.0151151うち県単公共事業費

0.51,3511,358計
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義務的経費については、職員定年の段階的引上げにより退職手当が減になる一方、職員費が増
となるほか、高齢化の進行等により医療福祉関係経費が増となった。

その他の経費については、コロナ関連の制度融資に係る貸付が大幅に減となったため、全体とし
て減となった。

２ その他の経費

伸び率
６年度
(2024)

７年度
(2025)

3.31,9622,027職員費

1.5983999公債償還費

▲13.3180156退職手当等

3.71,2201,265医療福祉関係経費*

8.11,0391,123税交付金等

3.55,3845,570計

伸び率
６年度
(2024)

７年度
(2025)

▲5.71,018960一般行政費

143.41230受託事務費

8.28289県単補助金

▲16.61,4811,235県単貸付金

▲10.82,5932,314計

１ 義務的経費

▲1.27,9777,884合計（１＋２）

＊医療福祉関係経費：こども医療費、後期高齢者医療、介護保険、国民健康保険、
子どものための教育・保育給付費、生活保護費など

単位： 億円、％ 単位： 億円、％

予算構造 【歳出：消費的経費】7,884億円
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栃木県財政の推移

億
円

臨財債

4,030億円
（36.4%）

臨財債以外

7,051億円
（63.6%）

年
度

※ 県債残高、県税については、R５（2023）以前は決算額、R６ （2024）は２月補正後、R７ （2025）は当初予算
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臨財債以外の県債残高のピーク
9,472億円（H14）

当初予算最大
1兆154億円

県債残高
1兆1,081億円

6


